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2024年９月期第３四半期決算短信（連結）に係る 

四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書の結論の不表明に関するお知らせ 
 

 当社は、2024年９月期第３四半期の四半期連結財務諸表について、結論を表明しない旨の四半期連結財務諸

表に対する期中レビュー報告書を受領いたしましたので、以下のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．レビューを実施した監査法人の名称 

  有限責任中部総合監査法人 

 

２．四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書の内容 

  受領した 2024 年９月期第３四半期決算短信（連結）の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書に

記載された内容は以下のとおりです。 

 

結論の不表明 

 当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている株式会社グッドスピードの 2023 年 10 月

１日から 2024 年９月 30 日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2024 年４月１日から 2024 年６

月 30 日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年 10 月１日から 2024 年６月 30 日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注

記について期中レビューを行った。 

 当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、「結論の不表明の根拠」に

記載した事項の四半期連結財務諸表に及ぼす可能性のある影響の重要性に鑑み、株式会社東京証券取引所の

四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表

に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されてい

る。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかったかどうか

についての結論を表明しない。 

 

結論の不表明の根拠 

 追加情報に記載されているとおり、2023 年８月 31 日に金融庁が前任監査人に対して、金融庁の公益通報

窓口に「会社が売上の先行計上の不正を行っている。」という通報があったことを伝えたことを契機に、前

任監査人は会社に対して、第三者調査委員会による事実関係の調査、原因の究明及び再発防止策の提案を受

けることが必要である旨の提言を行い、これを受けて会社が社内で対応を検討した結果、2023 年 10 月６日

に第三者調査委員会を設置し、2024 年１月４日に第三者調査委員会の調査報告書を受領した。会社は、当該

調査結果等を受け、遅延していた 2023年９月期の有価証券報告書を 2024年３月 29日に提出し、過去に提出

済みの連結財務諸表の訂正を行っている。 

 これらの状況を受け、後述の「その他の事項」で強調するとおり、前連結会計年度の前任監査人の会計監

査においては、監査計画の見直しを行い、売上高を含め全ての勘定科目の重要な虚偽表示リスクを再評価し



 

監査手続を実施したものの、監査手続の実施にあたって多くの制約があり、十分かつ適切な監査証拠を入手

できなかった。特に、売上高の大部分を占める車両売上の売上計上時期の適切性に係る実証手続においては、

収益認識時点である引渡日が記載された外部証憑である車両納品確認書が偽造されていたため、車両納品確

認書以外の代替的な外部証憑による突合や会社の顧客への確認手続を実施したが、十分かつ適切な監査証拠

を入手できなかった。そのため、売上高及び関連する勘定科目に対する影響を算出することは困難であるこ

とから、前任監査人の意見は、意見不表明となった。 

 当監査法人は、前任監査人の指摘を踏まえ、期首残高を含めた当連結会計年度の第３四半期連結財務諸表

ついての潜在的な虚偽表示の存否を検討するために、第三社調査委員会の調査や前任監査人の監査状況を検

討の上、当連結会計年度の第３四半期連結累計期間への影響を慎重に検討した。 

 当第３四半期連結累計期間においては、前任監査人の意見不表明の原因となった車両売上の売上計上時期

の適切性について、収益認識時点である引渡日が記載された外部証憑である車両納品確認書が、当第３四半

期連結累計期間に係る期首及び期末時点においても偽造されている可能性が払拭できず、証憑類の信頼性に

疑義を抱いたため、車両納品確認書以外の代替的な外部証憑の入手及び売上計上までの業務プロセスの確認

を試みた。 

 まず、当第３四半期連結累計期間に係る売上高及び期首並びに期末売上債権残高の検証のため、前連結会

計年度末日及び当第３四半期連結会計期間の末日から一定の期間の車両販売全件に対して、車両の販売に係

る基幹システムのデータ及び、入金日付、信販明細書日付、契約書日付、車検証購入者登録日付、任意保険

加入日付等との整合性の検証をし、車両納品確認書以外の代替的な外部証憑を入手しようとしたものの、客

観的な記録が会社に整備されておらず、引渡日を確定させるに足る客観的な証拠が入手できず、十分かつ適

切な監査証拠は入手できなかった。 

 また、売上計上に係る業務プロセスに関して、システム化された処理手順等が定められているものの、売

上計上時における各店舗及び管理部門による金額及び計上時期に係る車両納品確認書との整合性の確認及び

承認を行う内部統制が有効に機能していない状況となっていた。 

 そのため、売上高及び関連する勘定科目に対する影響を算出することは困難であることから、当監査法人

は、上記の四半期連結財務諸表において未発見の虚偽表示がもしあるとすれば、それが上記の四半期連結財

務諸表に及ぼす可能性のある影響は重要かつ広範であると判断した。 

 以上の結果、当監査法人は、会社の当連結会計年度の第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期

間における四半期連結財務諸表に対して結論を表明する根拠となる十分かつ適切な証拠を入手することがで

きず、四半期連結財務諸表に何らかの修正が必要かどうかについて判断することができなかった。 

 

継続企業の前提に関する重要な不確実性 

 継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、前連結会計年度以前より継続して営業キ

ャッシュ・フローのマイナスを計上しており、また、当第３四半期連結累計期間においても、営業損失、経

常損失、親会社株主に帰属する四半期純損失を計上していることから、債務超過の状況にある。この結果、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており、現時点では継続企業の前提

に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該事象又は状況に対する対応策及び重要な不確実性が認め

られる理由については当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されて

おり、このような重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表に反映されていない。 

 当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。 

 

強調事項 

  １．重要な後発事象に記載されているとおり、株式会社宇佐美鉱油による公開買付けの結果、同社は会社

の特別支配株主となった。また、会社は、2024 年８月６日開催の取締役会において同社による会社の

株主の全員に対する株式売渡請求を承認することを決議した。これにより会社の株式は株式会社東京

証券取引所の上場廃止基準に該当することとなり、上場廃止となる予定である。 

 

 ２． 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、2024年６月 25日開催の取締役会において、 第三

者割当による新株式発行を決議し、2024年７月 31日に払込手続きが完了した。 

 当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。 

 



 

  

その他の事項 

 会社の 2023 年６月 30 日をもって終了した前連結会計年度の第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結

累計期間に係る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によっ

て四半期レビュー及び監査が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して 2024年３月

29 日付けで結論の不表明としており、また、当該連結財務諸表に対して 2024 年３月 29 日付けで意見不表明

としている。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任 

 経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基

準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成

することが適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第

１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表に関する会計基準（ただし、四半

期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関す

る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

 監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。 

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任 

 監査人の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して実施した期

中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から期中連結財務諸表に対する結論を表明

することにある。しかしながら、本報告書の「結論の不表明の根拠」に記載されているとおり、当監査法人

は四半期連結財務諸表に対する結論の表明の基礎となる証拠を入手することができなかった。当監査法人は、

我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人とし

てのその他の倫理上の責任を果たしている。 

 

利害関係 

 会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。 

以上 

 

３．四半期連結財務諸表に対する期中レビューレビュー報告書の受領日 

  2024 年８月 14日 

 

４．今後の対応 

 当社といたしましては、今回の結論の不表明に至った事由を受けとめ、適切に対処してまいります。 

  株主、投資家の皆様をはじめとする関係者の皆様には、多大なご迷惑とご心配をおかけいたしますことを、

深くお詫び申し上げます。   

以上 


